
重点課題重点課題重点課題重点課題 ①①①① 住宅住宅住宅住宅のののの耐震化耐震化耐震化耐震化のののの加速化加速化加速化加速化

これまでの主な取組

○診断、設計、改修への財政的支援
○ક挭耐震化の啓発ॳছ३の੿ਛと市町村・事業

者等への配布
○新聞・テレビCM等による耐震化の必要性や補助
਑২のఢੴ

○防災イベント等における耐震化の普及啓発
○ક挭耐震化促進にঢ়する事業者等とのਔৄઐఌ
○事業者を対象とした低コスト工法講習会の開催

県の取組

土木部土木部土木部土木部

目標：耐震改修 4,500棟第گ期વਲトছই地震対ੁষ৿計઺の取組

ક୧ਚથ者のા৷଀૿のೄ੖や啓発の強化による需要の掘り起こしと
事業者の育成による୹ஔચৡのੜ強

課題解決の
取組方針

୹ஔચৡのੜ強

●ペーパー登録事業者の事業参入促進
●市町村における補助সুਢのලಞ化
（診断・設計・工事の一括申請）
●事業者の新規登録の促進

事業者の育成

新規
新規

需要の掘り起こし

●ૺશ掶ਖや地੪拿৥会等の拾の向上
（啓発ツールの充実）
●登録事業者の੾業ৡ向上
（講習会の開催）
●地域本部との連携による学習会の開催

啓発の強化

新規

新規

○診断૮મ化、設計・改修への上拳せ補助の実઱
○ૺશ掶ਖの実઱、৻৶ਭ振の拗入

市町村の取組
連携による推進

これまでの実績
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耐震改修工事

●地域本部との連携による学習会の開催

住宅段階的耐震改修支援事業の創設
倒壊の可能性が高いક挭の倒壊জスクをೄ੖させるたी、上部構造評点が0.7౞掫のક挭
に対して、第一段階として0.7以上に向上させる改修工事を支援

耐震設計の費用負担軽減を促進

全市町村で戸別訪問を実施拡充

拡充

耐震化を阻む最大のネックである住宅所有者の費用負担を大胆に軽減

とにかくやる気になってもらうSTEP1

何はともあれ設計まではやってもらうSTEP2

設計を着実に工事に繋げるSTEP3

ક୧ਚથ者のા৷଀૿ೄ੖

段階的耐震改修を支援新規

【上部構造評点】
0.7ع 倒壊する可能性が高い
1.0ع0.7 倒壊する可能性がある
ع1.0 一応倒壊しない

【段階৓耐震改修工事峘૴島】

緊急緊急緊急緊急アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン緊急緊急緊急緊急アクションプランアクションプランアクションプランアクションプラン

【段階৓耐震改修工事峘崹崧嵤嵛୻】

●耐震改修ੋのક挭ਯ 約 4,500 棟
（H27ফ২までのྸ計）
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（見込）第2期耐震改修工事実績
約2,300棟

①
耐震化の必要がないと思っている人が多い

啓発の強化
改修工事の費用負担が大きい

ક୧ਚથ者のા৷଀૿ೄ੖
②

低コスト工法を活用できる事業者が少ない
事業者の育成

ৄइてきた挜਻

挿捚能ৡのੜਘ

需要の掘り起こし

【段階৓耐震改修工事峘૴島】

卫挭勰卻঻岶
状況に応じて選択

耐震診断

最終段階改修工事耐震改修工事

※上部構造評点0.7
未満の場合

フル耐震改修の申請 段階的耐震改修の申請

最終段階耐震改修の申請

耐震改修設計 ※上部構造評点1.0以上
となるよう設計

第一段階改修工事

⋉ਗ෢先ষ型
勭部岵峳の峩ষう勭壁の

工事を匪ষ

⋈一৖ો先ষ型
一部屋の峩の工事を匪ষ

残してあった工事
（内壁の補強）を実施

残してあった工事（他の
部屋の補強）を実施

残してあった工事（他の部
分の補強）を実施

屋内峢の事঵঻のয়োを
避けたい場合

家財の移動などの負担を
最小限に抑えたい場合

①コスト最優先型
0.7以上とするのに必要な
最小限の工事を匪ষ

可能な限り自己負担のない
範囲で工事したい場合
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【段階৓耐震改修工事峘崹崧嵤嵛୻】


